
世界の原子力発電市場

世界の原子力発電市場は過渡期にある。中国には大

規模な建設計画があり、ロシアとインドがそれに続い

ている。第３世代以降の原子炉には、安全性の向上、

運転サイクルと期間の長期化等の改善があった。中国

の採用により世界で最も普及すると予想されるのは東

芝／WHのAP1000である（スライド１）。

第３世代以降の原子炉は、建設費用が高いという問

題がある。欧州EPR型は、韓国製APR1400型と比べ

ると費用が大幅に高く、競争を前提とするとこの差は

長期的に維持できるとは考えにくい。

原子力発電所の建設費用には大きな幅があり、発電

単位当たりの平均建設費用でみると、ハイエンドの原

子炉は他の大半の発電技術に基づく発電所を上回る

が、ローエンドの原子炉は非常に競争力を有している。

原子力発電所建設のリードタイムは天然ガス等の他

の発電所よりも長期化する傾向がある。

原子力発電の戦略的重要性

原子力産業では再編の末、原子炉ベンダー数は減少

した。しかし、韓国とロシアには強力な新規ベンダー

が出現し、中国とインドの原子炉ベンダーも今後台頭

するとみられている。

原子力産業の初期段階の経験を知る出資者や投資家

は、最近のフィンランドでのケースでも明らかなよう

に、コスト・オーバーランや遅延が再度発生すること

を懸念している。
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の概要をお届けします。 （文責：NERAエコノミックコンサルティング東京事務所／マーシュブローカージャパン）

第一部では、NERAエコノミックコンサルティングのエドワード・キー氏より、世界の原子力発電市場、原子力発電の

戦略的重要性、原子力発電における政府の役割、小型原子炉市場の将来性の4つの項目について説明いただき、シニアコ

ンサルタントの石垣浩晶氏によりキー氏の講演内容がもつ日本の原子力産業への示唆について解説していただきました。
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原子力産業そのもの（および、現時点の新しい設計

の原子炉）は、まだ長期の学習プロセスの初期段階に

ある（スライド２）。

原子力産業が成熟期に入って建設費用やリスクを低

下させるためには、多数の建設が必要である。このよ

うな多数の建設を受け入れられるのは、中国やインド

のような電力需要の大きい大国のみである。欧米のよ

うに電力需要の成長が見込めない国は、原子力産業の

成熟期に達し得ない。なお、新興国も原子力発電所の

販売先になり得るが、多くの課題が存在する。

原子力発電における政府の役割

原子力産業における政府の役割は重要である。韓国

と中国の新規ベンダーは、自国の原子力発電設備の需

要拡大を背景に政府との協調体制を確立したことによ

って競争力を強化し、輸出市場における存在感を増し

ている（スライド３）。

フランスは、1970/80年代に大規模建設を通じて原

子力産業の競争力強化を果たしたが、今日の市場にお

いては十分な競争力を有していない。日本等のベンダ

ーは、最先端であるがため、政府の支援を受けたベン

ダーと競争するのは困難になりつつあるという点で、

類似の状況にある。

韓国がアラブ首長国連邦（UAE）の案件を低価格

で落札できたのは、その技術が「十分に安全」であっ

たからである。韓国は、長期にわたるUAEでのエネ

ルギーと淡水化のプロジェクトの成功実績によって、

その信頼を勝ち取ったといえよう。

小型原子炉市場の将来性

小型原子炉は、原子力産業を革新する可能性がある

かもしれない。しかし、課題が多く、市場に導入され

るまでにはまだまだ時間がかかりそうである。

日本の原子力産業への示唆

日本の原子力産業は、高度な技術と安定的な運営実

績を有している反面、政府からの強力な支援はなく、

統合化したサプライチェーンを有せず、高費用という

弱点を抱えている。他方、国内での成長は期待できな

いことから、需要が拡大する海外におけるビジネスチ
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（出所：当日配布資料、以下同）

■スライド１

■スライド２

■スライド３



はじめに

世界の原子力発電事業への期待は、経済情勢やそれ

に伴う電力需要の変化にもかかわらず、引き続き増大

している。現在も全世界で50基以上の原子炉が建設中

で、150基以上が建設予定という状況だ。原子力テク

ノロジーは、世界的環境問題への取り組みである二酸

化炭素・温室効果ガス排出抑制への効果的対応という

ことに加え、燃料資源に乏しい国々からの強い要請、

現行設備よりさらに安全性を高めた新しいタイプの原

子炉の開発促進、といった背景から、ますますの発展

が見込まれている。

実際、最新の原子力発電所は、十二分な発電能力を

有しており、また事実上、温室効果ガスの発生を完全

に抑えている。少なくとも60年間とも期待される発電

能力継続期間だが、原子力エネルギーは次世代エネル

ギー源として重要な位置づけを占めるだろう。新規原

子力発電所の建設プロジェクトに必要な巨額の投資を

十分に呼び込むためにも、原子力関連リスク管理の最

新動向を認知しておくことは、常に重要なことである

といえよう。

世界の原子炉とウラン埋蔵分布

World Nuclear Association（WNA）作成、世界

の原子力発電所の分布地図（スライド４）を俯瞰して

みると、世界のまだかなりの地域で、このテクノロジ

ーによる恩恵が及んでいないことがわかる。

WNAによると、世界で旧西欧地域だけは2030年ま

での原子力発電のさらなる発展が予測されていない。

Nuclear Energy Institute作成の原子力発電による

電力供給の割合をみてみると、フランスやリトアニア

といった国々は、すでに70％以上の電力供給を原子力

発電に依存しており、また一方で、中国、インドやブ

ラジルといった国々では、今後も大きな原子力発電開

発の余地が見受けられる（スライド５）。

ャンスをつかむことが重要である。このためには、諸

外国の原子力発電需要の事情、競争会社の技術や費用

面での競争能力、新技術の今後の展開といった競争環

境を前提としながら、自社のR&Dや営業活動への最

適な投資を探っていく必要がある。また、諸外国の成

功事例などを参考に日本政府からのあるべき支援の方

向性についても検討していく価値があると考えら

れる。
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■スライド４

■スライド５

第二部では、Marsh & McLennan CompaniesグループMarsh Inc.のパワー＆ユーティリティ部門の統括責任者であ

るダニエル・マッガービー氏より、世界の原子力発電事業の動向を、リスク・マネジメントの見地から説明いただき、マ

ーシュブローカージャパン　マネージングディレクター木埜山浩氏に解説をいただきました。



世界の原子力事業機会

世界の原子力事業機会をレビューしてみると、いわ

ゆる新興国、あるいはBRICs、MENAといった国々

での機会が顕著だと思われる。しかし、この他の国々

についても、今後、いわゆる３S（Safety（安全）、

Security（保安）、Safeguard（核不拡散））条件が整

っていけば、新たな原子力導入国として注目されてい

くだろう。

第3世代原子炉と日本の技術

AP-1000、ABWR、EPR、APWR等の方式に代表

される、第３世代原子炉技術は、その高い安全性、信

頼性、保守容易性、建設容易性などに関し、より有効

な改善点を有している。旧型原子炉との主な相違点は、

この第３世代原子炉の、自然の力をうまく利用した、

すなわち、引力、自然循環力、蓄積エネルギー等を利

用した安全システムの信頼性にあるといえる。関連し

て特徴的なのは、ポンプやバルブ、熱交換器、ディー

ゼル発電機をきわめて少量化している点で、これは保

守や建設にかかわるコスト削減にも寄与している。実

際に事故が発生した際に人間の手作業や機械仕掛け作

業に頼るような安全システムからの効果的脱却は、原

子炉本体の損傷の可能性を100万年に１回以下という

確率に抑えることができるとされている。一体型モジ

ュラー建設方式と最新のCG技術やコンピュータ解析

技術を駆使した設計方法は、一連の発電所そのものの

品質を改善し、さらに長期にわたる建設期間の短縮化

の一助となってきている。

日本はこの第３世代テクノロジー開発の世界的リー

ダーとして認識されている。アメリカ合衆国原子力規制

委員会では、現在４件の新規設計による原子炉建設を認

可作業中だが、うち３件が日本の技術によるものだ。

最近の原子炉建設契約における
課題（米国の例）

シェール・ガス開発、超臨界圧火力発電方式、太陽

光・熱発電等、将来に向けさまざまな発電方式の開発

が取り組まれるなか、米国においては、引き続き増大

傾向にある巨大な電力需要を考慮する場合、これに応

える安定的電力供給システムで、温暖化対策も兼ね備

えたグリーン発電システムは、今のところ、原子力発

電以外に見当たらない。

政府による融資保証や税優遇策、保険の改良・改善

といった後押しもあり、新規原子炉建設の機会は再び

増加傾向にある。ただし、実際の建設工事に際しては、

以前よりは短縮化されたとはいえ、その許認可には比

較的長時間を要している。以下は、最近取り沙汰され

ている建設工事にかかわる話題である。

・現在、最終固定価格設定による受注引き渡し契約は

行われていない。

・契約当事者間では、以下に起因する遅延およびコス

トオーバーラン・リスクに対応すべくリスク・シェ

アリング方式を検討・交渉中。

－高騰化する労務費と生産性

－部材・機器等の高騰化

・「物価スライド方式価格設定」や「目標価格方式」

が主流に。

・EPC業者の最大リスクを区分け・明文化：請負金

額の％で記載。

世界の原子力賠償法

原子力発電事業の安定性は、前述の安全技術の追求

と、賠償責任制度の確立が組み合わさったところに見

出せるといえる。日本は島国という特性もあり、現在、

どの国際条約にも加盟していないが、原子力損害賠償

に関する国際条約では、次のようなものがある。

①パリ条約（1968年発効、その後改正版）

②ウィーン条約（1977年発効、その後改正版）

③補完的補償条約（CSC）（1997年採択、未発効）

米国も加盟。加盟各国の原子力損害賠償措置を補完。

④ブリュッセル補足条約（2004年採択、未発効）

核燃料による放射性物質に起因する第三者への身体

傷害、財物損害（被爆損害）に対する損害賠償責任に

ついては、いくつもの国際条約によって規定がなされ

ており、各条約ともおよそ以下のような内容を取り決

めている。

・原子力損害の範囲。
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・原子力関連事故を引き起こした施設オペレーターへ

の責任の集中。

・施設オペレーターに対して原子力賠償責任保険の最

低保険限度額や、財務的支払い保証最低準備額の証

明書を要請。

・（政府、あるいはオペレーターによる）プール・シ

ステムにより、上記の最低レベルの補償額の上乗せ

として一般市民に対し十二分な補償額を確保するこ

と。すなわち、損害賠償措置の強制。

・原子力事故によるすべてのクレームの裁判管轄の専

属的設定と判決の遂行義務。

すべての国がこれらの条約に加盟しているというこ

とではなく、原子力賠償責任の法的枠組みを確立して

いるわけでもない。したがって、注意すべきは原子力

発電所建設工事に関して、パートナーとなる海外の業

者や下請け建設業者との共同作業に先立ち、想定され

るさまざまなパターンで各社（者）の損害賠償責任の

分担範囲を事前協議しておくことだ。

米国は、パリ条約、ウィーン条約には批准しておら

ず、独自の損害賠償法を制定している。

・プライス・アンダーソン法（1957年確立）

－プライマリー賠償措置注としてプール保険手配：

３億7500万ドル（315億円ほど）

－二次的賠償（上乗せ）措置として事業者間相互

扶助制度から126億ドル（１兆700億円ほど）を

措置

注：措置＝賠償責任の目的の一定の資金を準備しておくこと。

中国、インドやロシア、その他の国々では、現在、

原子力賠償責任に関する法律制定の作業を進めてお

り、これが完成し、各国内で法律が発効していけば、

海外のビジネス・パートナーに対して一定の安心感を

与えることができるだろう。

・カナダ：カナダ原子力賠償責任保険では7500万カ

ナダドル。

・中国：中国はどの国際条約にも未加盟。国家原子力

賠償責任立法化へ｡プライマリー賠償措置３億元、

政府措置８億元。

・インド：インドの原子力賠償責任法はいまだ立法化

されていない。賠償責任限度や代位求償権波及損害

の明確化が期待される。

・その他：その他の新興国でも原子力開発を後押しす

るため法整備を進めている。

・クロス・ボーダーのケース：クロス・ボーダー核汚

染問題は曖昧なままである。

まだ未発効ではあるが、将来的には「補完的補償に

関する条約（CSC）」の発効が期待されている。これ

は調印国政府の原子力賠償能力の二次的補償（上乗せ）

として３億SDR（およそ450億円）を提供・分配する

ことを規定している。

原子力発電所建設プロジェクトに関連する、海上運

送、建設工事、建設遅延（リキダメではない）、プロ

ジェクト賠償責任といったリスクに対応する保険の引

き受け能力は、今のところ十分に確保されている。

環境問題が顕在化している状況下、増大しつつある

電力需要に対応できる最も有効な方法のひとつとし

て、原子力発電促進の重要性は今後も疑いのないとこ

ろであるといえよう。

＊Marsh & McLennan Companies, Inc.は、マーシュのほか、

ガイ カーペンター（リスクおよび再保険のスペシャリス

ト）、マーサー（人事関連コンサルタント）、そしてNERA

エコノミックコンサルティングも所属するオリバー ワイ

マン（経営コンサルタント）の各社を傘下におき、総従業

員数は５万名超、年間総収入は100億ドル、ニューヨーク、

シカゴ、ロンドンの各証券取引所に上場しています（銘柄

コード：MMC）。

＊本稿に関するお問い合わせはマーシュブローカージャパン

木埜山（hiroshi.kinoyama@marsh.com）、NERAエコノミ

ックコンサルティング 石垣（hiroaki.ishigaki@nera.com）

までお願いします。

34 2011.1

世界の原子力発電需要と今後のリスク管理
海外投資セミナー　　




